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判例研究
裁判情報のインターネット公開による
不法行為の成否
星野　　豊
・ 京都地判平成29年 4 月25日平成27年（ワ）
2640号
・ 大阪高判平成29年11月16日平成29年（ネ）
1441号
　インターネット上に裁判情報が公開された
場合、当該公開を望まなかった者に対するプ
ライバシー侵害等の不法行為が成立するか否
かについては、訴訟が特に個人にとって強度
のプライバシーに属することが明らかである
にもかかわらず、民事裁判に関する情報が原
則として何人にも公開されていることから、
かなり複雑な考慮が必要となる。本稿では、
この問題に関する直近の裁判例である、京都
地判平成29年 4 月25日平成27年（ワ）2640号、
及び、その控訴審である大阪高判平成29年11
月16日平成29年（ネ）1441号を取り上げ、裁
判情報のインターネット公開による不法行為
の成否とその理論的根拠について考えてみ
る。
【事実】
　本件は、個人である原告 Xが、インター
ネット上に「ネットの電話帳」として多数の
者の住所氏名及び電話番号情報を公開するサ
イト（以下、「本件電話帳サイト」という）
を運営していた、同じく個人である被告 Y
に対し、自己の住所氏名及び電話番号情報を
削除するよう求めたところ、Yが Xの要求
を拒絶したうえで、さらに、Xが申し立てあ
るいは提起した仮処分事件及び訴訟事件に関
する書面全てを、別に設けたサイトで公開し
た（以下、「本件裁判情報サイト」という）
ことが、Xに対する不法行為となるか否かが
争われたものである。
　Xは、自己の望まない形式で自己の住所氏
名電話番号情報が公開されることは Xのプ
ライバシーに対する侵害であり、裁判に関す
る情報の公開も同様にプライバシー侵害であ
る、と主張した。これに対して Yは、Xの
住所氏名電話番号情報はもともと大手電話会
社の発行した電話帳に記載されていた情報で
あって、誰でも容易に調査できるものである
こと、また、裁判が公開を原則としており、
現に本件で公開された裁判情報については、
民事訴訟法の規定に基づき何人も裁判所にお
いて訴訟記録を閲覧することができるもので
ある以上、当該裁判情報を公開することは何
ら差し支えない筈であり、プライバシーの保
護を理由としてこれらの情報の公開を規制す
ることは、表現の自由等の侵害に当たる、等
と反論した。
【第 1審判旨】
　京都地裁は、次のように判示し、本件電話
帳サイトからの Xの住所氏名電話番号の削
除、本件裁判情報サイトからの Xの住所電
話番号郵便番号の削除を命ずると共に、慰謝
料請求のごく一部を認容した。
　「Xの住所（これに付随する郵便番号も含
む。）及び電話番号は、Xの生活の本拠を客
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観的かつ明確に示すものであり、かつ、郵便
ないし電話等の手段により情報を伝達するた
めに必要な情報であって、個人の私生活上の
事実ないし情報であるといえ、かつ、周知の
情報ではない。そして、他人に知られること
で生活の本拠における平穏が侵害されるおそ
れがあるから、一般人を基準として、他人に
知られることで私生活上の平穏を害するよう
な情報であるといえる。そして、氏名は、個
人を他人から識別し、特定する機能を有する
ものであり、当該個人の他の情報と結びつく
ことによってその情報と個人の関連性を示す
機能を果たす。」「以上からすれば、Xの住所、
電話番号及び郵便番号は、Xの氏名と結びつ
いて、Xのプライバシーに係る情報として法
的保護の対象となる」。
　「インターネットに掲載された情報の複製
（コピー）は極めて容易であるため、いった
んインターネットで情報が公開されると、そ
れを閲覧した者なら誰でもその情報の複製を
作成してインターネットに掲載することがで
き、短時間のうちに際限なく複製の掲載を行
うことも可能であって、そのように多数の複
製の掲載が行われた場合、これらを全て中止
させることは事実上不可能であるから、いっ
たんインターネットに公開された Xの氏名、
住所及び電話番号は、いつまでもインター
ネットで閲覧可能な状態に置かれることにな
る。また、インターネットへ掲載されると、
検索サービスを利用することで、氏名から住
所及び電話番号を、住所から氏名及び電話番
号を容易に知られることとなる。このような
開示の相手方及び開示の方法は、紙媒体を用
い、配布先が基本的に掲載地域に限定されて
いる電話帳（ハローページ）への氏名、住所
及び電話番号への掲載とは、著しく異なるも
のである。したがって、Xがハローページの
掲載を承諾したことをもって、インターネッ
トへの掲載を承諾したとはいえないし、Xが
氏名、住所及び電話番号を本件電話帳サイト
で公開されない法的利益は大きいということ
ができる。これに対し、Xの氏名、住所及び
電話番号は、公共の利害に関しない個人の情
報であり、掲載しなければならない特段の必
要性は認められないから、本件情報を公開す
る法的利益が大きいとはいえない。」
　「他方、〔本件裁判情報サイトにおいて〕X
が本件訴訟の原告である事実及び本件仮処分
事件の債権者である事実を掲載した部分につ
いては、住所、電話番号及び郵便番号とは別
に解する必要がある。」「Xが本件訴訟の原告
である事実及び本件仮処分事件の債権者であ
る事実は、周知のものとはいえず、一般人を
基準として、他人に知られることで私生活上
の平穏を害するおそれがあることは否定でき
ず、プライバシーとして法的保護の対象とな
るということはできる。」「しかし、裁判の公
開は、司法に対する民主的な監視を実現する
ため、絶対的に保障されるべきものであり
（憲法82条 1 項）、当事者の権利義務を確定す
る訴訟については、当事者の氏名も含め、当
然に公開が予定されているものである（民事
訴訟法91条、312条 2 項 5 号）。仮処分は、必
ずしも公開の手続を予定していないが（民事
保全法 3条、5条）、本案訴訟を前提とする
ものであるから（同法37条）、その内容につ
いては秘匿すべき情報とはいえない。そうす
ると、Xは、本件訴訟を提起し、本件仮処分
事件の申立てを行ったことによって、本件訴
訟の原告及び本件仮処分事件の債権者とし
て、氏名を他者に知られることを受忍すべき
ものといえる。また、本件訴訟及び本件仮処
分事件において審理の対象となっている情報
は、特に私事性、秘匿性が高いものとはいえ
ず、Xの氏名と結びつくことによって、Xの
私生活上の平穏を著しく侵害するものとはい
えない。このことは、不特定多数人を開示の
相手方とし、情報の拡散性、情報取得の容易
性を特徴とするインターネットにおける掲載
行為においても、同様である。」
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【第 2審判旨】
　前記の第 1審判決に対して XYの双方が控
訴したところ、大阪高裁は、次のように判示
し、Yの控訴を棄却すると共に、Xの請求の
うち、第 1審に加えて、Xの氏名についても、
本件裁判情報サイトから削除するよう命じ
た。
　「Xは、ハローページへの本件個人情報の
掲載については黙示的に同意ないし承諾して
いると評価できるが、それは、紙媒体での情
報の開示（しかも、配布先は原則として掲載
地域に限定されている。）に対する同意ない
し承諾にすぎない。一方、インターネットに
掲載された情報の複製は極めて容易であるた
め、いったんインターネットで情報を公開し
てしまうと、情報が容易に拡散し、いったん
拡散してしまった情報の削除は事実上不可能
となってしまうことから、紙媒体を用い、配
布先が基本的に掲載地域に限定されているハ
ローページの掲載とは、著しく異なるもので
ある。したがって、Xがハローページの掲載
を同意ないし承諾したことをもって、イン
ターネットへの掲載を承諾したとはいえない
し、原判決認定……のとおり、Xは、Yに対
し、本件掲載行為の中止を求めており、イン
ターネットへの掲載の不同意ないし不承諾の
意思を明らかにしている。」
　「裁判が公開され訴訟記録の閲覧ができる
という制度の下においても、実際に裁判を傍
聴し又は訴訟記録の閲覧をするのは、その事
件に積極的な関心や問題意識を有している者
などに限られる。裁判の公開という制度が存
在することと、その公開を通じて不特定多数
の者に公開することとは自ずと質的な相違が
ある。したがって、裁判の公開制度や訴訟記
録の閲覧制度が存在するからといって、訴訟
に係る情報を、インターネット等を通じて不
特定多数の者に公開することが違法性を欠く
ということにはならない。インターネット等
を通じた情報公開は、……情報の拡散の程度
が飛躍的に高く、削除が容易でないという性
質を有するところ、Xが、本件の解決につい
て裁判手続の利用を選択したことによって、
当該情報がインターネット等を通じて不特定
多数の者に知られることを容認していたとは
到底いえない。」
【評釈】
［1］　本件は、冒頭に述べたとおり、裁判情
報をインターネットで公開することが不法行
為となるかという、極めて現代的な問題点が
正面から争われたものである。この問題点に
ついては、先例も学説もほとんど存在してお
らず、かつ、裁判所の行ってきた民事裁判記
録の閲覧制度における情報の開示の手法が、
近時の動向としての個人情報保護やプライバ
シーの観点と異なる次元で制度設計されてい
ることから 1、理論的に一貫した議論を行う
ことが難しくなっているという前提がある。
また、インターネットにおける情報の拡散
は、それより前の時代における情報の拡散と
は量的にも質的にも異なることが明らかであ
るため、同一の法規制に服させるべきである
か否かが問題となる一方で、これまでの法規
制の中には、現実的であるか否かにかかわら
ず、全ての情報を全ての者が知っているとの
前提で解釈されてきた分野も少なからずある
ことから、現実的な妥当性を追求すること
も、かなり難しいのが実情である。
　本件の第 1審判決は、冊子媒体である電話
帳に掲載されていた住所氏名電話番号情報で
あっても、媒体としての性質が異なるイン
ターネット上に本人の許諾なく公開されるこ
とは、プライバシーの侵害となるとしつつ、
Xと Yとの裁判に関する情報については、
1　民事裁判記録の閲覧制度と、その問題については、星野豊「民事訴訟記録の閲覧制限と当事者の秘密
保護の実効性」末川民事法研究 1号 1頁（2017年）参照。
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裁判の当事者となっている事実は一般に他人
に知られたくないものであるから、裁判情報
のうち Xの住所電話番号を記載した部分は
プライバシー侵害を構成するが、裁判が公開
で行われ、何人も訴訟記録を閲覧請求できる
ことを根拠に、Xの氏名及び裁判の当事者で
ある事実を公開したことは違法とは言えない
と判示した。これに対して第 2審は、要する
に、紙媒体とインターネットにおける公開と
では、情報の拡散の範囲が量的にも質的にも
異なることを理由として、紙媒体を前提とし
て行われている現行制度の存在を以て、イン
ターネットによる公開を合法化することはで
きないと判示している。この 2つの判断は、
いずれも現行法の解釈としては一応成り立ち
うるものであるが、今後の社会全体における
情報管理のあり方としては、いずれも問題を
抱えており、検討の余地が大きいものと言わ
なければならない。
［2］　民事裁判に関する情報として、当事者
及び第三者に関する個人情報ないしプライバ
シー情報をどのように取扱うべきであるかに
ついては、裁判の公開の要請と、個人情報保
護、そしてプライバシーの権利保護とが、そ
れぞれ異なる次元の理論的基盤を有している
ものであるため、これらが交錯する状況が生
じた場合には、判断が極めて複雑となる。実
際、現実的な問題として、民事訴訟記録中に
記載され、何人も閲覧可能となっている情報
が、そのことを理由として情報公開の対象と
なるべきであるか否かについては、最高裁の
判断は未だ示されておらず、下級審判決は分
かれていて定まっていない  2。また、当該情
報の本人の意思が全ての局面において他の利
益より優先すると考えるべきかについても、
想定される状況が論者によって区々であるこ
とと相まち、原則と例外とを区分する基準も
確立しているとは言えない状況にある。
　裁判情報に限って考えるならば、裁判の公
開と訴訟記録の閲覧制度は、裁判所が衡平な
審理判断を行っていることを国民に対して示
すことを目的とするものであるから、特定の
訴訟について具体的な誰が当事者となってい
るかについて、公開する必要がどこまである
かは、理論的には明らかであるとは言い難
い。実際、裁判所自身がインターネット上に
公開する裁判例情報においては、現在では訴
訟の当事者情報は全て匿名化されており 3、
このことによる支障がどこまで生じていると
考えるべきかは、状況により異なるものと言
うほかない。既存の法律学における、これま
での判例研究の主流としての考え方は、具体
的な当事者個人ではなく、ある属性ないし特
徴を備えた抽象的人格としての当事者に対し
て、裁判所がどのような法律論を以て事案に
対処したかを検討の対象とするものであった
から、当該訴訟の当事者が、他の事案におけ
る当事者ないし関係者に同時になっているか
否か、という情報を除けば、個々の事案にお
ける当事者の表記は、同事件内における他人
と混同しない程度の標識、すなわち記号番号
等で十分果たされているわけであり、殊更具
体的な当事者の個人情報を公開する必要はな
いと言えなくもない。この点からすると、本
件の第 1審判決は、裁判所自身がこれまで当
事者の個人情報やプライバシーの保護に無頓
着であった事実を無理に正当化しようとして
いる感がないではなく、本件電話帳サイトに
おける公開と本件裁判情報サイトにおける公
2　詳細については、星野豊「民事訴訟記録における個人情報の取扱に関する一考察」筑波法政（筑波大
学）49号 1 頁（2010年）参照。
3　もっとも、かつての判例集では、当事者の氏名は全て原資料のまま公開されていたため、この問題に
ついては、訴訟当事者のプライバシーに関する議論の進展との比較検討をしながら考える必要もある
かもしれない。
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開とで、実質的に矛盾した判断を下したもの
と評価せざるを得ないものである。また、こ
の批判は、紙媒体による公開とインターネッ
トによる公開とで区別をしようとしている本
件の第 2審判決についても、同様にあてはま
る。
　他方、過去の裁判例として、複数の者が訴
訟を提起し、一部の者の氏名が新聞報道され
た事案について、相手方当事者が、自己の政
治活動上の広報誌の中で、新聞報道されな
かった他の当事者の氏名を公開したことが、
不法行為責任を生じさせるとした、岐阜地大
垣支判平成22年 3 月25日平成20年（ワ）253
号がある。この判断は、控訴審である名古屋
高判平成23年 3 月17日平成22年（ネ）496号
で一般論として維持され、最決平成24年 3 月
2 日平成23年（オ）1251号・平成23年（受）
1399号により、最高裁が上告棄却・上告不受
理決定をし、当該事件における不法行為責任
の成立が確定している。この事件は、その背
景にある原事件を含めて、当該地方自治体に
おける首長の政策判断に対する賛否が濃厚に
反映したものであったため 4、少なくとも当
該地域においては、誰がどのような行動をし
ているかは事実上判明していた可能性が高
かったように思われるが、民事裁判記録の閲
覧により当事者の個人情報が取得可能であっ
たとしても、現実に閲覧をする者がごく少数
であることを理由に、記録閲覧制度の存在に
より、当事者の個人情報が公開されていると
の扱いをすべきでない旨が判示されている。
本件第 2審は、実質的にこの裁判例の判示と
同様の前提に立っており、要するに、民事裁
判の記録閲覧を申請する者が少数であるとい
う事実から、「公開」という建前の制度であっ
ても、実質的には「公開」されているに当た
らない、としたものであると考えられるが、
これは、少なくとも理論的な観点からは、支
持することが困難な立論である。すなわち、
実質的な人の知不知をプライバシー侵害の成
否の判断に際して考慮するのであれば、これ
までの法規制で前提となってきた、全ての法
律や判例を全ての者が知っている筈であると
することも、同様に修正を迫られ、具体的な
関係者が具体的な状況の下で知っていた情報
を基に、判断せざるを得ないこととなりかね
ない。また、そもそも、実質的な知不知をプ
ライバシー侵害の判断に際して考慮するとし
た場合、仮にインターネット公開が成された
としても、それだけでプライバシーに係る情
報が多くの者の知るところとなるとは限ら
ず、当該情報が多くの者に閲覧ないし取得さ
れたことが侵害の要件として必要となる筈で
あるから、前記の裁判例や本件の第 2審判決
は、理論構造の点からしても、実質的な妥当
性の点からしても、かなり大きな問題を抱え
ていると言わざるを得ないわけである。
［3］　以上に対して、国民の権利の 1つであ
る「裁判を受ける権利」を行使している事実
が、不当な差別や偏見の原因となるというこ
とは、そのような傾向自体を法的にも社会的
にも是正すべきであり、不完全な情報を基に
不当に疑われる者がでることを防止するため
にも公開を行うべきであるとの意見も、イン
ターネットによる公開を行う側からは、根強
く主張されている。これに対して、本件の第
1審判決も第 2審判決も、紙媒体による情報
の拡散の程度及び範囲と、インターネットに
よる情報の拡散の程度及び範囲が量的にも質
的にも異なることを挙げ、紙媒体としての電
話帳に自己に関する情報の掲載を承諾したこ
とを以て、インターネット上に同様の情報を
公開することを承諾したとは言えない旨を判
4　岐阜地判平成22年11月10日平成19年（ワ）996号、控訴審として、名古屋高判平成24年 4 月27日平成
22年（ネ）1473号 ･ 平成23年（ネ）452号、上告審として、最決平成24年 3 月 2 日平成23年（オ）1251
号 ･ 平成23年（受）1399号。
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示しており、裁判情報と別次元で、Yの不法
行為責任を認めている。
　本件における裁判所の判示は、現在のとこ
ろ、一応大方の支持を得ている見解であるよ
うに思われるが、多少厳密に考えてみると、
この立論は、理論的な一貫性についても、実
務上の妥当性についても、多くの問題点を含
んでいる。すなわち、第三者による情報の検
索可能性という観点からすれば、当該情報が
紙媒体上のものであるかインターネット上の
ものであるかは、結局相対的な問題に過ぎ
ず、具体的な検索者がどのような手段を用い
るかによって、当該情報への到達にはかなり
大きな個人差が生ずる。実際、インターネッ
トを利用しない者にとっては、インターネッ
ト上にどのような情報があったとしても、そ
れを利用することはないわけであるし、検索
の手法が稚拙である者に到っては、インター
ネットを利用したとしても、当該情報を取得
できない場合がしばしばある。その意味で
は、インターネット上での検索を困難にする
ための手法としては、類似した情報を大量に
拡散させ、当該情報を類似情報の中に実質的
に埋没させてしまうという 1種の逆説的な手
法も、十分有効に機能する可能性が高いよう
に思われる。まして、情報の検索を現に行っ
た第三者の中から、本人に対して私生活上の
不利益をもたらすおそれのある者が出るか否
かについては、インターネット上であること
のみを以て理論的な危険性が増加すると言う
ことはできないから、インターネット上にお
ける公開において検索履歴を保存する等の措
置を施し、取得した情報を適正に利用する義
務と責任とに関する一般論を普及及び精緻化
させることによって対応していくことの方
が、将来においてはむしろ望ましいものと思
われる。
［4］　本件は、現在 Yによって上告及び上告
受理申立がなされており、平成30年 6 月現
在、最高裁に係属中である（最高裁平成30年
（オ）334号 ･ 平成30年（受）416号）。
　Yによる上告理由は、概要、①インター
ネットによる情報の拡散を制限することは、
出版物の価値を実質的に毀損するものであ
り、憲法21条に違反する、②裁判の公開を規
定する憲法82条に違反する、③法廷で見聞き
したことを公言することを制限することは、
憲法21条 1 項に違反するほか、匿名により無
責任な情報が拡散するおそれすらある、⑤許
可されたもののみ掲載するオプト・イン方式
とクレームを受けたもののみ削除するオプ
ト・アウト方式との区別を明確にせずに判断
している点が理由不備に当たる、というもの
である。
　また、Yは、上告受理申立理由として、概
要、①中国首脳が日本の大学で行った講演会
に参加した者の情報を公安当局に開示した事
案で不法行為責任が認められた最判平成15年
9 月12日平成14年（受）1656号民集57巻 8 号
973頁と比較した場合、講演会の参加者の情
報は、参加者の思想信条に直結するものであ
るほか、通常外部に公開する情報ではないう
え、参加者の同意も得られていないのに対
し、本件での電話帳情報は、ハローページを
通じて公開されることが社会的に前提とされ
る情報であって、かつ、Xもハローページの
掲載を認めていたものであるため、これを同
一に不法行為として扱うことは判例違反に当
たる、②電話帳は全国に有料で頒布されてお
り、各地の図書館が全国の電話帳を所蔵して
いるものであって、情報は全ての地域で公開
されているほか、紙媒体の方がインターネッ
トと比べて削除修正が困難であるし、そもそ
も国会図書館が昭和初期の電話帳の一部をス
キャンして公開しているなど、インターネッ
ト上の公開で不法行為が成立する余地はな
く、電話帳の守秘義務は契約の当事者である
NTTしか負わないものと解される、③電話
帳は、個人情報保護法 2条 4項柱書、同法施
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行令 3条各号により、適用除外されている、
④紙媒体による官報では、公知性が十分ある
ものとして法規制が成立しており、インター
ネットであるか紙媒体であるかで、情報の拡
散の範囲及び程度が変わることはない、⑤情
報の有用性は、個別の情報のみでなく情報の
集合全体を見て判断すべきであり、オプト・
イン方式による運用は非現実的である、⑥現
行制度における情報の閲覧は公開が原則であ
り、実質的な制限があるとすれば、資料の所
在地への物理的な距離や閲覧希望者の費用な
いし健康状態等の事情に基づくものに過ぎ
ず、インターネットはこの制約を限りなく消
滅させるものであって、制度の目的である公
開の実現に合致する、と主張している。
　この Yの上告理由及び上告受理申立理由
は、インターネット上で情報が公開されるこ
とが促進されてきた理由ないし背景としての
主張に基本的に沿ったものであり、要する
に、プライバシー侵害の有無に関する判断
を、客観的な情報の性質から解釈しようとす
る考え方である。これに反論するためには、
紙媒体による情報とインターネット上の情報
とでは性質が異なると言わざるを得ず、本件
の第 1審も第 2審もそのように判示している
わけであるが、その立論の説得力が弱いこと
は、既に検討したとおりである。また、電話
帳情報や裁判情報以外でも、例えば、倒産し
たことの情報、処罰ないし処分されたことの
情報、権限を失ったことの情報等は、広く第
三者に知られなかった場合には不測の事態を
生じさせかねないわけであり、現行の紙媒体
による周知方法に実質的な限界があることは
周知の事実であるから、このような情報はむ
しろインターネット上で拡散させる方が、関
係者の利益に合致していると言えなくもない
が、同時に、これらの情報が、当事者にとっ
て強度のプライバシーであり、かつ、社会的
な不利益情報に当たることも明らかであるた
め、今後の制度設計については、慎重な検討
が必要であるとされ 5、社会全体の向かうべ
き方向性については、まだ定まっていないも
のと言わざるを得ない。
［5］　以上の点から考えてみると、インター
ネット上に情報が公開された場合、その公開
が違法であるか否かを判断するに際して、客
観的な情報の性質から議論しようとすると、
最終的には情報の公開を肯定せざるを得なく
なるように思われる。そして、前述のとおり、
紙媒体であるかインターネットであるかが、
情報の公開に際して法律上別異に取扱うべき
理由がないものとすれば、結局、公開した者
の意図、目的、主観に焦点を当てて、不法行
為の成否を考えることが必要となるのではな
かろうか。これまでの法律学、特に私法分野
においては、人の主観を私人が証明すること
が困難であることを理由として、過失を筆頭
とする人の主観を可能な限り客観化させ、客
観的な情報のみで不法行為の成否を判断する
ことを試みてきたが、そのような議論の限界
ないし問題点が、本件の事案において明らか
な形で発現したものと考えられる。
　もとより、人の主観を認定すること、まし
て当事者である私人が相手方の主観を立証す
ることが、決して容易でないことは明らかで
あるが、インターネット上に情報を公開する
必要性とその効果、かかる効果についての知
不知等を含む当事者の意図を総合的に判断す
る試みを、今後検討していくことは、必要不
可欠であると思われる。従って、本件で仮に
Yの不法行為を肯定しようとするならば、X
の利益を端的に、情報が自己の意思を超えて
拡散されない主観的利益と位置づけ、Xのか
かる利益を、Yが悪意ないし故意を以て侵害
しようとしたとする主観的態様を示す事情
5　既存の研究として、佐藤鉄男「情報としての倒産公告の意義と問題点」中央ロー・ジャーナル14巻 3
号87頁（2017年）参照。
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を、正面から認定する必要がある。そして、
本件の事実関係からすると、Yが電話帳にお
いて Xの個人情報を公開していたことの事
情と、Yが Xとの裁判内容を公開したこと
の事情とは、明らかに異なる部分があるよう
に考えられるから、Yの主観に対する判断と
して、本件電話帳情報と本件裁判情報とで、
公開に対する不法行為の成否を分けて考えて
いくことも、本件の解決にとって必要かつ有
益であるように思われる。
 （了）
 （人文社会系准教授）
